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第　 6 3 　号

　　　熊本県手数料条例の一部を改正する条例の制定について

　熊本県手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定することとする。

　　令和 4年 2月 1 8 日提出

� 　熊本県知事　蒲　島　郁　夫　　　

　　　熊本県手数料条例の一部を改正する条例

　熊本県手数料条例（平成 1 2 年熊本県条例第 9号）の一部を次のように改正する。

　第 2条第 1項第 2 5 8 号中「 7， 0 0 0 円」を「 1 0 ， 4 0 0 円」に改め、同項第 2 7

3 号ア中「 7， 9 0 0 円」を「 9， 0 0 0 円」に、「 7， 4 0 0 円」を「 8， 5 0 0 円」

に改め、同号イ中「 6， 2 0 0 円」を「 7， 2 0 0 円」に、「 5， 7 0 0 円」を「 6， 7

0 0 円」に改め、同項第 2 7 7 号ア中「 9， 3 0 0 円」を「 1 1 ， 6 0 0 円」に、「 8，

8 0 0 円」を「 1 1 ， 1 0 0 円」に改め、同号イ中「 8， 7 0 0 円」を「 1 0 ， 3 0 0 円」

に、「 8， 2 0 0 円」を「 9， 8 0 0 円」に改め、同号ウ中「 9， 3 0 0 円」を「 1 1 ，

6 0 0 円」に、「 8， 8 0 0 円」を「 1 1 ， 1 0 0 円」に改め、同号エ中「 9， 3 0 0 円」

を「 1 1 ， 6 0 0 円」に、「 8， 8 0 0 円」を「 1 1 ， 1 0 0 円」に改め、同号オ中「 8 ，

7 0 0 円」を「 1 0 ， 3 0 0 円」に、「 8， 2 0 0 円」を「 9， 8 0 0 円」に改め、同項

第 3 0 4 号中「 7， 0 0 0 円」を「 8， 2 0 0 円」に改め、同項第 3 6 6 号中「 1， 8 0

0 円」を「 1， 6 0 0 円」に改め、同項第 3 7 9 号中「 6， 2 0 0 円」を「 6， 4 0 0 円」

に改め、同項第 4 0 5 号の 2中「又は第 1 0 1 条の 4第 2項に規定する」を「若しくはロ、

第 1 0 1 条の 4第 2項又は第 1 0 1 条の 7第 1項の規定に基づく」に、「 7 5 0 円」を「

1， 0 5 0 円」に改め、同項第 4 0 5 号の 3中「又は第 1 0 1 条の 4第 2項」を「若しく

はロ、第 1 0 1 条の 4第 2項又は第 1 0 1 条の 7第 1項」に、「 1， 4 0 0 円」を「 1，

4 5 0 円」に、「 8 0 0 円」を「 1， 2 0 0 円」に改め、同号の次に次の 1号を加える。

　（405）の 4　道路交通法第 9 7 条の 2第 1項第 3号イ若しくはハ又は第 1 0 1 条の 4第

3項の規定に基づく運転技能検査の実施　

　　　運転技能検査手数料　 3， 5 5 0 円

　第 2条第 1項第 4 1 4 号中「又は同項第 1 3 号」を「、第 1 3 号又は第 1 4 号」に改め、

同項第 4 1 4 号の 2イ中「 5， 1 0 0 円（認知機能検査の結果が認知症のおそれがあるこ

とその他の認知機能が低下しているおそれがあることを示すものとして内閣府令で定める

基準に該当する者に対する講習にあっては、 7， 9 5 0 円）」を「 6， 4 5 0 円」に改め、

同号イただし書中「加齢に伴って生ずる身体の機能の低下が自動車等の運転に影響を及ぼ

していないと認める者に対して行う」を「道路交通法第 7 1 条の 5第 3項に規定する普通

自動車対応免許（以下この号及び別表第 1 9 において「普通自動車対応免許」という。）

を受けている者（道路交通法第 9 7 条の 2第 1項第 3号イ若しくはハに掲げる者又は法第
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1 0 1 条の 4第 3項の規定の適用を受ける者に限る。）又は第一種運転免許若しくは第二

種運転免許であって普通自動車対応免許以外のもののみを受けている者に対する」に、「

1， 8 0 0 円」を「 2， 9 0 0 円」に改め、同号ウを削り、同項第 4 1 9 号中「 2， 1 0

0 円」を「 2， 7 0 0 円」に改め、同項第 4 9 9 号ウ中「 1 1 0 ， 0 0 0 円」を「 9 8 ，

0 0 0 円」に改め、同項第 5 0 1 号中「 1 7 ， 0 0 0 円」を「 1 5 ， 0 0 0 円」に改め、

同項第 5 1 2 号中「 2 1 ， 4 0 0 円」を「 2 3 ， 2 0 0 円」に、「 2 0 ， 9 0 0 円」を「

2 2 ， 7 0 0 円」に改め、同項第 5 3 2 号ア（イ）中「 3 5 歳に達していない」を「 2 5 歳

未満であり、かつ、受検の申請の日において雇用保険法（昭和 4 9 年法律第 1 1 6 号）第

4条第 1項に規定する被保険者である」に改め、同号ア（エ）中「 3 5 歳に達していない」

を「 2 5 歳未満であり、かつ、受検の申請の日において雇用保険法第 4条第 1項に規定す

る被保険者である」に改め、同項第 6 1 7 号の 3の次に次の 2号を加える。

　（617）の 4　介護保険法（平成 9年法律第 1 2 3 号）第 6 9 条の 2第 1項の規定に基づ

く介護支援専門員実務研修受講試験の実施

　　　介護支援専門員実務研修受講試験手数料　 1 0 ， 0 0 0 円

　（617）の 5　介護保険法第 6 9 条の 2第 1項の規定に基づく介護支援専門員実務研修の

実施

　　　介護支援専門員実務研修手数料　 5 9 ， 0 0 0 円

　第 2条第 1項第 6 1 8 号中「（平成 9年法律第 1 2 3 号）」を削り、同号の次に次の 1

号を加える。

　（618）の 2　介護保険法第 6 9 条の 7第 2項の規定に基づく介護支援専門員再研修の実

施

　　　介護支援専門員再研修手数料　 3 5 ， 0 0 0 円

　第 2条第 1項第 6 1 9 号の次に次の 1号を加える。

　（619）の 2　介護保険法第 6 9 条の 8第 2項の規定に基づく介護支援専門員更新研修の

実施

　　　�介護支援専門員更新研修手数料　次のア又はイに掲げる場合の区分に応じ、それぞ

れア又はイに定める額

　　　ア　介護支援専門員証の有効期間内に介護支援専門員の業務に従事した経験を有し

ない者が受講する場合　 3 5 ， 0 0 0 円

　　　イ　介護支援専門員証の有効期間内に介護支援専門員の業務に従事した経験を有す

る者が受講する場合　次の（ア）又は（イ）に掲げる研修の区分に応じ、それぞれ

（ア）又は（イ）に定める額

　　　　（ア）　厚生労働大臣が定める介護支援専門員等に係る研修の基準（平成 1 8 年厚

生労働省告示第 2 1 8 号。以下この号において「研修基準」という。）第 3号
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の表の（注 1）に掲げる科目の研修　 2 5 ， 0 0 0 円

　　　　（イ）　研修基準第 3号の表に掲げる科目のうち同表の（注 1）に掲げる科目以外

の科目の研修　 2 2 ， 0 0 0 円

　第 2条第 1項第 6 2 2 号の 2の次に次の 2号を加える。

　（622）の 2の 2　介護保険法施行規則（平成 1 1 年厚生省令第 3 6 号）第 1 4 0 条の 6

　　 8第 1項第 1号に掲げる主任介護支援専門員研修の実施

　　　主任介護支援専門員研修手数料　 3 8 ， 0 0 0 円

　（622）の 2の 3　介護保険法施行規則第 1 4 0 条の 6 8 第 1 項第 2号に掲げる主任介護

支援専門員更新研修の実施

　　　主任介護支援専門員更新研修手数料　 3 2 ， 0 0 0 円

　第 2条第 1項第 6 2 5 号の 7の 4の次に次の 6号を加える。

　（625）の 7の 5　畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律（令和 3年法律第 3 4 号）

第 3条第 1項の規定に基づく畜舎建築利用計画の認定の申請に対する審査

　　　畜舎建築利用計画認定手数料　認定申請 1件につき 7， 4 0 0 円（審査に係る畜舎

等が畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律第 3条第 3項第 4号の規定に適合し

ているかどうかの審査（以下「技術基準審査」という。）を要する場合にあっては、

当該額に別表第 2 6 の 1 5 に掲げる区分に応じた額を加算した額）

　（625）の 7の 6　畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律第 4条第 1項の規定に基

づく畜舎建築利用計画の変更の認定の申請に対する審査

　　　畜舎建築利用計画変更認定手数料　変更認定申請 1件につき 7， 4 0 0 円（審査に

係る畜舎等が技術基準審査を要する場合にあっては、当該額に別表第 2 6 の 1 5 に掲

げる区分に応じた額を加算した額）

　（625）の 7の 7　畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律第 6条第 2項ただし書の

規定に基づく仮使用の認定の申請に対する審査

　　　畜舎等建築等仮使用認定手数料　 1 2 6 ， 3 0 0 円

　（625）の 7の 8　畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律第 1 0 条第 1項の規定に

基づく畜舎等の譲渡及び譲受けの認可の申請に対する審査

　　　畜舎等建築等譲渡及び譲受け認可手数料　 7， 4 0 0 円

　（625）の 7の 9　畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律第 1 0 条第 2項の規定に

基づく法人の合併の認可の申請に対する審査

　　　畜舎等建築等合併認可手数料　 7， 4 0 0 円

　（625）の 7の 1 0 　畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律第 1 0 条第 3項の規定

に基づく法人の分割の認可の申請に対する審査

　　　畜舎等建築等分割認可手数料　 7， 4 0 0 円
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　第 4条中第 1 6 項を第 1 8 項とし、第 1 5 項の次に次の 2項を加える。

1 6 　第 2条第 1項第 6 1 7 号の 4の手数料は、介護保険法第 6 9 条の 2 7 第 1 項の規定

により指定試験実施機関が試験を行う場合は、当該指定試験実施機関に納付するものと

する。この場合において、当該手数料は、当該指定試験実施機関の収入とする。

1 7 　第 2条第 1項第 6 1 7 号の 5及び第 6 1 9 号の 2の手数料は、介護保険法第 6 9 条

の 3 3 第 1 項の規定により指定研修実施機関が研修を行う場合は、当該指定研修実施機

関に納付するものとする。この場合において、当該手数料は、当該指定研修実施機関の

収入とする。

　別表第 1 9 を次のように改める。

　別表第 1 9 （第 2条第 1項第 4 1 3 号関係）

区分 金額

法第 1 0 8 条の 2第 1項第 1号に掲げる講習 講習 1時間につき　

7 5 0 円

法第 1 0 8 条の 2第 1項第 2号に掲げる講習 講習 1時間につき　

2， 3 5 0 円

法第 1 0 8 条の 2第 1項第 3号に掲げる講習 講習 1時間につき　

1， 9 5 0 円

法第 1 0 8 条の 2第 1項

第 4号に掲げる講習

大型自動車免許、中型自動車免許又は準

中型自動車免許に係る講習（準中型自動

車免許に係る講習にあっては、普通自動

車免許を受けている者に対するものに限

る。）

講習 1時間につき　

4， 4 5 0 円

準中型自動車免許に係る講習（普通自動

車免許を受けている者に対するものを除

く。）

講習 1時間につき　

3， 5 0 0 円

普通自動車免許に係る講習 講習 1時間につき　

2， 8 0 0 円

法第 1 0 8 条の 2第 1項

第 5号に掲げる講習

大型自動二輪車免許に係る講習 講習 1時間につき　

4， 1 5 0 円

普通自動二輪車免許に係る講習 講習 1時間につき　

4， 0 0 0 円

法第 1 0 8 条の 2第 1項第 6号に掲げる講習 講習 1時間につき　

1， 5 0 0 円

法第 1 0 8 条の 2第 1項第 7号に掲げる講習 講習 1時間につき　
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3 ， 1 0 0 円

法第 1 0 8 条の 2第 1項第 8号に掲げる講習 講習 1時間につき　

1， 4 0 0 円

法第 1 0 8 条の 2第 1項第 9号に掲げる講習 講習 1時間につき　

7 5 0 円

法第 1 0 8 条の 2第 1項

第 1 0 号に掲げる講習

準中型自動車免許に係る講習 講習 1時間につき　

2， 1 5 0 円

普通自動車免許に係る講習 講習 1時間につき　

2， 0 5 0 円

大型自動二輪車免許に係る講習 講習 1時間につき　

2， 7 0 0 円

普通自動二輪車免許に係る講習 講習 1時間につき　

2， 5 5 0 円

原動機付自転車免許に係る講習 講習 1時間につき　

2， 4 5 0 円

法第 1 0 8 条の 2第 1項

第 1 1 号に掲げる講習

法第 9 2 条の 2第 1項の表備考 1の 2に

規定する優良運転者に対する講習

5 0 0 円

法第 9 2 条の 2第 1項の表備考 1の 3に

規定する一般運転者に対する講習

8 0 0 円

法第 9 2 条の 2第 1項の表備考 1の 4に

規定する違反運転者等に対する講習

1， 3 5 0 円（国家

公安委員会規則で定

める道路交通法施行

令第 3 3 条の 7第 2

項の基準に該当しな

い者に対する講習に

あっては、8 0 0 円）

法第 1 0 8 条の 2第 1項

第 1 2 号に掲げる講習

普通自動車対応免許を受けている者（法

第 9 7 条の 2第 1項第 3号イ及びハに掲

げる者並びに法第 1 0 1 条の 4第 3項の

規定の適用を受ける者を除く。）に対す

る講習

6， 4 5 0 円

普通自動車対応免許を受けている者（法

第 9 7 条の 2第 1項第 3号イ若しくはハ

に掲げる者又は法第 1 0 1 条の 4第 3項

2， 9 0 0 円
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の規定の適用を受ける者に限る。）又は

第一種運転免許若しくは第二種運転免許

であって普通自動車対応免許以外のもの

のみを受けている者に対する講習

法第 1 0 8 条の 2第 1項第 1 3 号に掲げる講習 1 2 ， 5 0 0 円（当

該講習が道路交通法

施行規則第 3 8 条第

1 3 項第 2号の表第

1号に掲げる講習方

法に係るものである

場合にあっては、9，

0 5 0 円）

法第 1 0 8 条の 2第 1項第 1 4 号に掲げる講習 講習 1時間につき

2， 2 5 0 円

法第 1 0 8 条の 2第 1項第 1 5 号に掲げる講習 講習 1時間につき

2， 0 0 0 円

　別表第 2 6 の 1 4 の次に次の 1表を加える。

　別表第 2 6 の 1 5 （第 2条第 1項第 6 2 5 号の 7の 5及び第 6 2 5 号の 7の 6関係）

床面積の合計 金額

3 0 平方メートル以内のもの 7， 0 0 0 円

3 0 平方メートルを超え、 1 0 0 平方メートル以内のもの 1 3 ， 0 0 0 円

1 0 0 平方メートルを超え、 2 0 0 平方メートル以内のもの 2 0 ， 0 0 0 円

2 0 0 平方メートルを超え、 5 0 0 平方メートル以内のもの 2 8 ， 0 0 0 円

5 0 0 平方メートルを超え、 1， 0 0 0 平方メートル以内のも

の

4 8 ， 0 0 0 円

1 ， 0 0 0 平方メートルを超え、 2， 0 0 0 平方メートル以内

のもの

7 1 ， 0 0 0 円

2 ， 0 0 0 平方メートルを超え、 1 0 ， 0 0 0 平方メートル以

内のもの

2 0 7 ， 0 0 0 円

1 0 ， 0 0 0 平方メートルを超え、 5 0 ， 0 0 0 平方メートル

以内のもの

3 1 1 ， 0 0 0 円

5 0 ， 0 0 0 平方メートルを超えるもの 5 3 1 ， 0 0 0 円

　備考　床面積の合計は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める面積に

ついて算定する。
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　　 1　畜舎等について建築等をする場合（次号に掲げる場合を除く。）　技術基準審査

を要する部分（次号において「要審査部分」という。）の床面積

　　 2　畜舎建築利用計画の変更をする場合　次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に

定める面積

　　　ア　畜舎等について建築等をする場合（畜舎等の構造に変更を及ぼす行為として主

務省令で定める行為をする場合及びイに掲げる場合を除く。）　当該畜舎建築利

用計画の変更に係る要審査部分の床面積

　　　イ　畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律第 6条第 1項に規定する完了の届

出前に、認定を受けた畜舎建築利用計画の変更（重大な変更を除く。）をする場

合　当該畜舎建築利用計画の変更に係る要審査部分の床面積の 2分の 1（床面積

の増加する要審査部分にあっては、当該増加する要審査部分の床面積）

　　　ウ　ア及びイに掲げる場合以外の場合　当該畜舎建築利用計画の変更に係る要審査

部分の床面積の 2分の 1

　別表第 2 7 化学分析の項中「 1， 8 8 0 円」を「 1， 9 0 0 円」に、「 2， 4 3 0 円」

を「 2， 4 4 0 円」に改め、同表化学及び物理試験の項中「 2， 7 4 0 円」を「 2， 7 6

0 円」に、「 2 8 ， 5 1 0 円」を「 2 9 ， 2 8 0 円」に改め、同表食品試験の項中「 1，

9 4 0 円」を「 5 1 0 円」に、「 3 0 ， 2 2 0 円」を「 3 0 ， 4 5 0 円」に、「 4， 5 3

0 円」を「 4， 5 7 0 円」に、「 1 9 ， 9 7 0 円」を「 1 9 ， 9 8 0 円」に、「 4 7 ， 8

7 0 円」を「 4 8 ， 7 9 0 円」に、「 1 2 ， 5 8 0 円」を「 1 2 ， 6 7 0 円」に、「 2 3 ，

7 8 0 円」を「 2 3 ， 9 9 0 円」に改め、同表機械試験の項中「 3 9 0 円」を「 4 3 0 円」

に、「 1 1 ， 0 1 0 円」を「 9， 0 9 0 円」に、「 6， 2 2 0 円」を「 6， 5 2 0 円」に

改め、同表金属分析の項中「 2， 3 1 0 円」を「 2， 3 3 0 円」に、「 5， 4 2 0 円」を

「 5， 4 8 0 円」に改め、同表金属試験の項中「 1， 2 4 0 円以上 1 9 ， 5 6 0 円以下」

を「 1， 2 5 0 円以上 2 0 ， 0 8 0 円以下」に、「 1， 2 4 0 円以上 5， 0 1 0 円以下」

を「 1， 2 5 0 円以上 5， 0 3 0 円以下」に、「 2， 8 1 0 円」を「 2， 8 4 0 円」に、

「 1 2 ， 5 7 0 円」を「 1 2 ， 6 0 0 円」に改め、同表窯業試験の項中「 1， 4 7 0 円」

を「 1， 4 9 0 円」に、「 8， 2 2 0 円」を「 8， 2 8 0 円」に改め、同表木竹試験の項

を削る。

　別表第 2 8 農産物及びその加工品の項中「 2， 9 6 0 円」を「 2， 9 8 0 円」に、「 1

9 ， 9 7 0 円」を「 1 9 ， 9 8 0 円」に、「 1， 9 4 0 円」を「 1， 9 6 0 円」に、「 5，

6 7 0 円」を「 5， 7 1 0 円」に、「 6， 0 0 0 円」を「 6， 0 4 0 円」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

1　この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。
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　（ 1）　次号に掲げる規定以外の規定　令和 4年 4月 1日

　（ 2）　第 2条第 1項第 4 0 5 号の 2及び第 4 0 5 号の 3の改正規定、同号の次に 1号を

加える改正規定、同項第 4 1 4 号及び第 4 1 4 号の 2の改正規定、別表第 1 9 の改正

規定並びに附則第 3項の規定（熊本県収入証紙条例（昭和 3 9 年熊本県条例第 2 4 号）

別表第 1手数料の項第 3 6 8 号の 3の次に 1号を加える部分に限る。）　令和 4年 5

月 1 3 日

　（経過措置）

2　この条例の施行の際現にされている申請等に対する改正前の熊本県手数料条例第 2条

第 1項に掲げる事務に係る手数料については、なお従前の例による。

　（熊本県収入証紙条例の一部改正）

3　熊本県収入証紙条例の一部を次のように改正する。

　　別表第 1手数料の項第 3 6 8 号の 3の次に次の 1号を加える。

368 の 4 　運転技能検査手数料

　　別表第 1手数料の項第 5 6 4 号の 4 3 の 2 の次に次の 6号を加える。

564 の 4 3 の 3 　畜舎建築利用計画認定手数料

564 の 4 3 の 4 　畜舎建築利用計画変更認定手数料

564 の 4 3 の 5 　畜舎等建築等仮使用認定手数料

564 の 4 3 の 6 　畜舎等建築等譲渡及び譲受け認可手数料

564 の 4 3 の 7 　畜舎等建築等合併認可手数料

564 の 4 3 の 8 　畜舎等建築等分割認可手数料

　（提案理由）

　道路交通法（昭和 3 5 年法律第 1 0 5 号）の一部改正、地方公共団体の手数料の標準に

関する政令（平成 1 2 年政令第 1 6 号）の一部改正等に伴い、手数料の規定を整備する必

要がある。

　これが、この条例案を提出する理由である。


